
令和６年度第３回酒田市介護保険運営協議会次第 

 

 

日 時：令和７年３月２４日（月） 

午後１時３０分～午後３時 

場 所：市役所第一委員会室 

 

１．開  会 

 

 

２．会長あいさつ 

 

 

３．協 議 

（１）令和６年度酒田市介護保険事業実施状況について（資料１） 

 

 

４．報 告 

  （１）令和７年度介護保険特別会計予算の概要について（資料２） 

 

（２）令和７年度介護保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金の 

評価結果について（資料３） 

 

（３）本市における日常生活圏域及び地域包括支援センターの体制等について 

（資料４） 

（４）要介護認定の迅速化にかかる取り組みについて（資料５） 

 

（５）在宅紙おむつ券事業の見直しについて（資料６） 

 

（６）通所介護事業所等の状況調査について（資料７） 

 

  （７）介護人材確保等に関する介護事業者連絡協議会通所部会の開催について 

（資料８） 

 

５．そ の 他 

 

 

 

６．閉  会 

 























































令和７年度介護保険者機能強化推進交付金・
介護保険保険者努力支援交付金の評価結果について
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資料３

１．制度の概要

・平成29年地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた保
険者の取組や都道府県による保険者支援の取組が全国で実施されるよう、ＰＤＣＡサイ
クルによる取組を制度化されました。

・この一環として、自治体への財政的インセンティブとして、国が市町村の様々な取組
の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、市町村の高齢者の自立支援、重度
化防止等に関する取組を推進するための保険者機能強化推進交付金を創設されました。

・令和２年度においては、公的保険制度における介護予防の位置付けを高めるため、保
険者機能強化推進交付金に加え、介護予防・健康づくり等に資する取組を重点的に評価
する介護保険保険者努力支援交付金が創設されました。



保険者機能強化推進交付金評価指標
目標Ⅰ 持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする
（ⅰ）体制・取組指標【評価指標】
・地域の介護保険事業の特徴を把握しているか。
・介護保険事業計画の進捗状況（介護サービス見込み量の計画値と実績値の乖離状況）を分析しているか。
・保険者機能強化推進交付金等に係る評価結果を関係者間で共有し、自立支援に、重度化防止等に関する施策
の遂行に活用しているか。

（ⅱ）活動指標【評価指標】
・今年度の評価点。後期高齢者数と給付費の伸び率の比較。
・PFS（成果連動型民間委託契約方式）による委託事業数

目標Ⅱ 公正・公平な給付を行う体制を構築する
（ⅰ）体制・取組指標【評価指標】
・介護給付費の適正化に向けた方策を策定しているか。介護給付費適正化事業を効果的に実施しているか。
（ⅱ）活動指標【評価指標】
・ケアプラン点検の実施割合。医療情報との突合の実施割合

目標Ⅲ 介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する
（ⅰ）体制・取組指標【評価指標】
・地域における介護人材の確保・定着のため、都道府県等と連携しつつ、必要な取組を実施しているか。
・地域におけるサービス提供体制の確保や、自立支援・重度化防止、介護人材確保に関する施策等の推進に当
たって、庁内・庁外における関係者との連携体制が確保されているか。

（ⅱ）活動指標【評価指標】
・高齢者人口当たりの地域住民に対する介護の仕事の魅力を伝達するための研修の修了者数
・高齢者人口当たりの介護人材（介護支援専門員を除く）の定着、資質向上を目的とした研修の修了者数
・介護支援専門員を対象としたケアマネジメントの質の向上に関する研修（介護支援専門員法定研修を除く）
の総実施日数

目標Ⅳ 高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む
成果指標【評価指標】

・軽度【要介護１・２】及び中重度【要介護３～５】の短期的・長期的な平均要介護度の変化率はどうなっているか。
・健康寿命延伸の実現状況。要介護２以上の認定率、認定率の変化率の状況はどのようになっているか。 2



介護保険者努力支援交付金評価指標

目標Ⅰ 介護予防／日常生活支援を推進する
（ⅰ）体制・取組指標【評価指標】
・介護予防・生活支援サービス・一般介護予防事業の実施に当たって、でーたを活用して課題の把握を行っているか。
・通いの場やボランティア活動その他の介護予防に資する取組の推進を図るため、アウトリーチ等の取組を実施して
いるか。

・介護予防等と保健事業を一体的に実施しているか。
・通いの場の参加者の健康状態等の把握・分析により、介護予防・生活支援サービス・一般介護予防事業の内容等の
検討を行っているか。

・地域におけるリハビリテーションの推進に向けた具体的な取組を行っているか。
・生活支援コーディネーターの活動等により、地域ニーズを踏まえた介護予防・生活支援の体制が確保されているか。
・多様なサービスの活用の推進に向け、実施状況の調査・分析・評価を行っているか。
（ⅱ）活動指標【評価指標】
・高齢者人口当たりの地域包括支援センターに配置される３職種の人数。地域包括支援センター事業評価の達成状況。
・地域ケア会議における個別事例の検討割合（個別事例の検討件数・受給者数）。通いの場への６５歳以上高齢者の
参加率。高齢者のポイント事業への参加率。通いの場等において心身・認知機能を維持・改善した者の割合。高齢
者人口当たりの生活支援コーディネーター数。生活支援コーディネーターの地域ケア会議への参加割合。総合事業
における多様なサービスの実施状況。

目標Ⅱ 認知症総合支援を推進するする
（ⅰ）体制・取組指標【評価指標】
・認知症サポーター等を活用した地域支援体制の構築及び社会参加支援を行っているか。
・認知症状のある人に対して、専門医療機関との連携により、早期診断・早期対応に繋げるための体制を構築してい
るか。

・難聴高齢者の早期発見・早期介入に係る取組を行っているか。
（ⅱ）活動指標【評価指標】
・高齢者人口当たりの認知症サポーター数。認知症サポーターステップアップ講座修了者数。認知症地域支援推進員
が行っている業務の状況。
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介護保険者努力支援交付金評価指標

目標Ⅲ 在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する
（ⅰ）体制・取組指標【評価指標】
・地域の医療・介護関係者等が参画する会議において、市町村が所持するデータ等に基づき、在宅医療・
介護連携に
関する課題を検討し、対応策が具体化されているか。
・在宅医療と介護の連携強化・推進に向け、相談支援、研修会の開催といった具体的取組を行っているか。
・患者・利用者の状況の変化等に応じて、医療・介護関係者間で速やかな情報共有が実施できるよう、具
体的な取組
を行っているか。
（ⅱ）活動指標【評価指標】
・入退院支援の実施状況。人生の最終段階における支援の実施状況。

目標Ⅳ 高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む
成果指標【評価指標】

・軽度【要介護１・２】及び中重度【要介護３～５】の短期的・長期的な平均要介護度の変化率はどう
なっているか。
・健康寿命延伸の実現状況。要介護２以上の認定率、認定率の変化率の状況はどのようになっているか。
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令和７年度保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金の評価結果について 

 

〇 酒田市の評価結果 

   【得点】 ５１４点（８００点満点） 【得点率】 ６４．３％（全国平均５４．４％）        

 

 保険者機能強化推進交付金 介護保険保険者努力支援交付金  
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合計 

配点 64 36 100 68 32 100 64 36 100 100 400 52 48 100 64 36 100 68 32 100 100 400 800 

平均点 49.5 10.0 59.4 47.3 18.1 65.4 38.9 7.7 46.6 47.8 219.3 35.1 20.2 55.3 33.3 13.2 46.5 53.3 12.8 66.1 47.8 215.8 435.0 

中央値 52 9 62 52 20 68 40 6 48 50 224 37 20 57 34 12 47 58 14 71 50 222 446 

酒田市 64 9 73 60 28 88 46 12 58 35 254 51 24 75 44 18 62 68 20 88 35 260 514 

山形市 64 21 85 68 28 96 64 21 85 45 311 51 27 78 64 18 82 68 16 84 45 289 600 

鶴岡市 64 15 79 68 28 96 52 15 67 40 282 48 30 78 59 24 83 68 22 90 40 291 573 

米沢市 64 12 76 52 32 84 38 12 50 55 265 39 21 60 44 15 59 48 20 68 55 242 507 

（点） 
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令和６年度保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金の評価結果について 

 

〇 酒田市の評価結果 

   【得点】 ４７４点（８００点満点） 【得点率】 ５９．３％（全国平均５２．８％）        

 

 保険者機能強化推進交付金 介護保険保険者努力支援交付金  
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平均点 46.3 9.8 56.2 42.4 17.5 59.8 33.8 7.2 41.0 48.6 205.6 31.4 20.1 51.5 42.4 12.1 54.5 49.3 12.8 62.1 48.6 216.7 422.4 

中央値 48 9 58 44 16 60 34 6 41 50 209 33 20 52 44 12 56 53 12 66 50 222 428 

酒田市 64 6 70 58 16 74 32 3 35 40 219 47 29 76 44 15 59 58 22 80 40 255 474 

山形市 60 15 75 68 28 96 64 12 76 70 317 51 31 82 59 15 74 68 16 84 70 310 627 

鶴岡市 64 21 85 68 28 96 50 9 59 30 270 51 34 85 59 21 80 68 24 92 30 287 557 

米沢市 46 12 58 42 16 58 24 9 33 75 224 34 22 56 64 9 73 48 24 72 75 276 500 

（点） 



本市における日常生活圏域及び
地域包括支援センターの体制等について

介護保険運営協議会資料

令和７年３月２４日
酒田市健康福祉部高齢者支援課作成

資料４
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・令和５年３月末現在では、各圏域での高齢者人口に不均衡が生じ、最大と最小ではその人口の
比が3.7倍となっている。（最大5,973人（かわみなみ）、最小1,633人（まつやま））将来推計
を踏まえると、圏域ごとの高齢者人口の不均衡は拡大する傾向にある（Ｒ10_3.8倍）
・地域包括支援センターの職員配置について、介護保険法により高齢者３千人以上は３職種（保
健師等、社会福祉士、主任介護支援専門員）の配置であるが、３千人未満は２職種となっており、
高齢化の進展に伴って増加するニーズへの対応で、職員の負担が増加している。業務は年々増加
するとともに、世代や属性を超えた相談や複雑・複合化した課題が多くなっており、対応が困難
となっている。
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圏域
小学校

（コミ振地区）名
地域
包括名

人口
高齢者
人口

基準職
員数

ＳＣ数 設置法人

第１ 琢成・松陵 なかまち 10,968 4,684 3 1 (医)健友会

第２ 浜田・若浜・飛島 にいだ 12,402 4,582 3 1 (社福)社会福祉協議会

第３ 松原・亀ケ崎(亀城・港南) はくちょう 18,651 5,662 3 1 (社福)光風会

第４ 富士見・泉 あけぼの 12,906 3,969 3 1 (社福)友和会

第５ 浜中・黒森・十坂・宮野浦・新堀・広
野

かわみなみ 16,590 5,973 3 1 (社福)正覚会

第６ 鳥海(南遊佐・本楯・上田)・西荒瀬 ほくぶ 6,381 2,757 2 1 (医)宏友会

第７ 平田(東平田・中平田・北平田) ひがし 3,924 1,772 2 1 (社福)東平田福祉会

第８ 一條・八幡 (観音寺・大沢・日向) やわた 4,991 2,210 2 1 (社福)幾久栄会

第９ 松山 (南部・松嶺・内郷・山寺) まつやま 3,611 1,633 2 1 (社福)さくら福祉会

第10 南平田(田沢・南平田・東陽郡鏡・山
谷・砂越・砂越緑町)

ひらた 5,408 2,221 2 1 (社福)平田厚生会

第９期（令和６年度～令和８年度）計画中に、本市の日常生活圏域を現行の
10圏域から現在の中学校区を基本とした７圏域に見直す

1 日常生活圏域と地域包括支援センターに関するこれまでの経過

本市における日常生活圏域及び地域包括支援センターの現状と課題
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【現行】 【見直後】
圏域 コミ振 人　口 高齢者人口 圏域 コミ振 人　口 高齢者人口 10年後(R15) 中学校区

琢成 5,170 2,375 琢成 5,170 2,375 1,973
松陵 5,798 2,309 松陵 5,798 2,309 2,080
計 10,968 4,684 西荒瀬 2,321 886 898
浜田 5,460 2,273 計 13,289 5,570 4,951
若浜 6,775 2,174 浜田 5,460 2,273 1,872
飛島 167 135 若浜 6,775 2,174 1,994
計 12,402 4,582 飛島 167 135 52
松原 9,269 2,594 東平田 1,382 653 552
亀ケ崎 6,583 2,063 中平田 1,362 605 546
港南 2,799 1,005 北平田 1,180 514 463
計 18,651 5,662 計 16,326 6,354 5,479
泉 6,440 1,812 松原 9,269 2,594 2,955

富士見 6,466 1,884 亀ケ崎 6,583 2,063 2,026
計 12,906 3,696 港南 2,799 1,005 908
新堀 1,871 798 計 18,651 5,662 5,889
広野 1,743 711 泉 6,440 1,812 1,866
浜中 1,548 619 富士見 6,466 1,884 2,122
黒森 984 433 計 12,906 3,696 3,988
宮野浦 6,416 2,250 新堀 1,871 798 740
十坂 4,028 1,162 広野 1,743 711 671
計 16,590 5,973 浜中 1,548 619 555

西荒瀬 2,321 886 黒森 984 433 400
南遊佐 1,069 516 宮野浦 6,416 2,250 1,900
上田 1,137 525 十坂 4,028 1,162 1,251
本楯 1,854 830 計 16,590 5,973 5,517
計 6,381 2,757 南遊佐 1,069 516 389

東平田 1,382 653 上田 1,137 525 492
中平田 1,362 605 本楯 1,854 830 727
北平田 1,180 514 一條 1,526 634 579
計 3,924 1,772 観音寺 2,174 917 810
一條 1,526 634 大沢 488 254 209
観音寺 2,174 917 日向 803 405 326
大沢 488 254 計 9,051 4,081 3,532
日向 803 405 南部 600 289 256
計 4,991 2,210 松嶺 1,333 571 521
南部 600 289 内郷 1,160 525 412
松嶺 1,333 571 山寺 518 248 227
内郷 1,160 525 田沢 632 325 282
山寺 518 248 南平田 1,483 527 447
計 3,611 1,633 東陽 725 376 289
田沢 632 325 郡鏡・山谷 870 392 376
南平田 1,483 527 砂越・砂越緑町 1,698 601 561
東陽 725 376 計 9,019 3,854 3,371

郡鏡・山谷 870 392 785 766 -
砂越・砂越緑町 1,698 601 37 37 -

計 5,408 2,221 123 122 -
785 766 96,777 36,115 32,727
37 37
123 122

96,777 36,115計

3

4

5

6

7

8

9

10

特養入所者等
養護入所者等
住所地特例者等

養護入所者等
住所地特例者等

7

1

2

鳥海八幡中

東部中

一中

二中

三中

六中

四中

1

6

5

4

3

2

計

特養入所者等

①概ね中学校区単位で設定

②コミュニティ振興会単位に
配慮（浜田・泉等）
※地域包括ケアシステムの推進に
は、地域住民の協力が不可欠なこ
とから、民生児童委員やコミュニ
ティ振興会などの区域との整合を
とった圏域の設定とする。

③高齢者人口が３，０００人
以上となるよう設定
※高齢者人口の不均衡を是正し、
地域包括支援センターの機能強化
を図るため、３職種配置が必須と
なるよう圏域の高齢者人口が
3,000人以上となるよう設定する。
【高齢者人口不均衡】
（Ｒ5 3.7倍→1.6倍）
（→R10 1.6倍→R15 1.7倍）

人口、高齢者人口は、令和5年3月31日現在の

酒田市住民基本台帳より算出

※高齢者が住み慣れた地域で生活を継続しながら、
多様なサービスが受けられるよう、地理的条件、人
口、交通事情その他の社会的条件、介護サービスを
提供するための施設の整備状況等を総合的に勘案し
て定める区域

日常生活圏域（※）の見直しのポイント

地域包括支援センター受託法人や地域関係者等と協議
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2 令和7年度からの日常生活圏域と地域包括支援センター体制等の方向性

① 日常生活圏域は令和７年度から現在の中学校区を基本とした7圏域に再編する

② 西荒瀬地区は令和7年度は包括支援センターほくぶ、令和8年度は包括支援センターなかまちが担当する

③ 本市における地域包括支援センターの設置形態は、サブセンター方式ではなく、新圏域（2・6・7）については
1圏域を2つの法人へ委託し、 2つの包括支援センターが従前のエリアを担当する ⇒Ｐ5

④ 統合しない新圏域（1・3・4・5）については、従前どおりの包括支援センターが担当する

（1）地域包括支援センターの設置及び運営に関すること

令和６年度 令和７年度 令和８年度
圏域 中学校区 包括名 圏域 中学校区 包括名 圏域 中学校区 包括名

1 １中 なかまち 1 １中 なかまち 1 １中
なかまち
（西荒瀬担当）

2 ２中 にいだ 2 ２中
にいだ
ひがし

2 ２中
にいだ
ひがし

3 ３中 はくちょう 3 ３中 はくちょう 3 ３中 はくちょう

4 ６中 あけぼの 4 ６中 あけぼの 4 ６中 あけぼの

5 ４中 かわみなみ 5 ４中 かわみなみ 5 ４中 かわみなみ

6 鳥海八幡 ほくぶ 6 鳥海八幡
ほくぶ（西荒瀬担当）
やわた

6 鳥海八幡
ほくぶ
やわた

7 ２中 ひがし 7 東部
まつやま
ひらた

7 東部
まつやま
ひらた

8 鳥海八幡 やわた

9 東部 まつやま

10 東部 ひらた

日常生活圏域及び地域包括支援センターの担当について

◆西荒瀬地区のみ担当する包括支援センターが変更となることから、令和7年度に
1年間かけて、包括ほくぶとなかまちで十分な引き継ぎを行う。



◆令和6年8月5日付け厚生労働省老健局「地域包括支援センターの設置運営について」
3市町村の責務 (3)「設置区域」より

『センターの設置に係る具体的な担当圏域設定に当たっては、市町村の人口規模、業務量、運営財源や専門職の
人材確保の状況、地域における日常生活圏域との整合性に配慮し、最も効果的・効率的に業務が行えるよう、市町
村の判断により担当圏域を設定するものとする。』
以上のことから、

本市ではサブセンター方式ではなく、新圏域（2・6・7）については1圏域を2つの法人へ委託し、
2つの包括支援センターが従前のエリアを担当し、両法人が協力し合う体制をもって、
統合される圏域全体を担当する

・地域包括支援センターの名称は変更しない
・再編する地域包括支援センター情報交換会で、統括業務、連携業務についてこれまで検討してきたが、
新圏域を担当する包括支援センターで、協力し合いながら業務を担当することについて引き続き検討

◆令和6年8月5日付け 厚生労働省老健局「地域包括支援センターの設置運営について」

2設置 (3)設置形態等による類型 ③センターの支所 ア 「サブセンター」より

「同一の設置者により置かれる複数の事務所において一体的にセンターとしての運営を行うものとして、施
行規則第140 条の65 に基づくセンターの設置の届出において、統括機能を有する事務所（以下「本所」と
いう。）の他に従たる事務所（以下「支所」という。）に関する内容を届け出たものをいう。

この場合のセンターの人員配置基準の取扱いについては、本所及び支所で従事する職員と設置者との間に
雇用関係があることを前提として、それぞれの事務所ごとにではなく、本所及び支所の全体で満たすことで
足りるものとする。」

5

Ｐ4 2（1）③【設置形態の変更について】
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2 令和7年度からの日常生活圏域と地域包括支援センター体制等の方向性

① 統合する新圏域（2・6・7）については、人員配置基準に1人ずつ加配職員を配置
概ね5年程度の経過措置とする ⇒Ｐ7

② 生活支援コーディネーター（ＳC）は、各圏域に1人ずつ配置する ⇒Ｐ7

③ 地域包括支援センターの職員配置については、人材確保が困難となっている状況を踏まえ、3職種
の配置は原則としつつ、地域包括支援センター運営協議会の意見を聴きながら市町村の判断に基づき、
柔軟な職員配置を行うことを可能とする →P8

地（）域包括支援センターにおける柔軟な職員配置について

（2）地域包括支援センターの職員に関すること
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新圏域 現圏域 コミ振 包括名

高齢者人口
令和6年3月31日

現在(人)
包括基準配置

加配

加配
を加
えた
合計

ＳＣ配置
計

包括配置

SC
計

保健師
主任介護
支援専門

員

社会福祉
士

計
統合
前

統合後
統合
前

統合後 統合前 統合後 計

1 1
琢成

なかまち 4,586 4,586 3 3 3 1 4 1 1 1 3 1 1 4
松陵

2

2
浜田

にいだ 4,521

6,286

3

4 1 5

1

1 6

1 1 1

5

0.5

1 6

若浜

飛島

7
東平田

ひがし 1,765 2 1 1 1 0.5中平田

北平田

3 3
松原

はくちょう 5,659 5,659 3 3 3 1 4 1 1 1 3 1 1 4亀ケ崎

港南

4 4
泉

あけぼの 3,718 3,718 3 3 3 1 4 1 1 1 3 1 1 4
富士見

5 5

新堀

かわみなみ 5,910 5,910 3 3 3 1 4 1 1 1 3 1 1 4

広野

浜中

黒森

宮野浦

十坂

6

6

南遊佐

ほくぶ 2,730

4,925

2

3 1 4

1
2

(ほくぶ
1)

6

1 1

4

1
R7年度
暫定 2

(ほくぶ
1)

6

上田

本楯

西荒瀬

8

一條

やわた 2,195 2 1 1 1 1
観音寺

大沢

日向

7

9

南部

まつやま 1,624

3,812

2

3 1 4

1

1 5

1 1

4

0.5

1 5

松嶺

内郷

山寺

10

田沢

ひらた 2,188 2 1 1 1 0.5

南平田

東陽

郡鏡・山谷

砂越・砂越
緑町

Ｐ6 2（2）①②【地域包括支援センターの人員配置について】



参考資料

（出典：全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料）
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≪参考≫
令和7年1月1日号市広報掲載記事

市広報による周知の他、コミュニティ振興会長や自治会長会、学区・地区社会福祉協議会、民生委員・児童委員
協議会定例会、地域の通いの場等に、新たに担当する地域包括支援センター職員と高齢者支援課も一緒に参加し
ながら、地域の方と顔が見える関係づくりを行っています



高発第１１４６４号 

令和７年３月１７日 

 

 

酒田市長 矢口 明子 

（公印省略） 

 

要介護認定の迅速化にかかる取り組みについて 

 

 日頃より介護保険制度についてご理解とご協力を賜り誠にありがとうございます。 

がん等の方で介護サービスの提供に急を要する場合、速やかに要介護認定を行い、 

サービス提供を開始する必要があることから、本市においては令和７年度より以下の取

り組みを進めます。 

 引き続き、介護保険行政の円滑な運営に向けてご協力を賜りますようご協力お願い申

し上げます。 

 

記 

 

１. 介護認定審査会の迅速化 

○一部の合議体で審査会資料を電子化 

 ・資料の電子化により、郵送にかかる日数を削減する。 

 ・将来的には全ての合議体において資料の電子化を検討する。 

（国で介護情報の利活用として検討中） 

 

２. 認定調査の迅速化 

○オンラインによる認定調査の実施 

・末期がんの方等、至急認定が必要な入院中の方について、病院看護師等の同席の 

もと、リモートでの認定調査を可能とする。 

 

３. 主治医意見書の簡素化 

○簡易な意見書を受理 

・末期がんの方等、至急と認められる場合に限り、傷病名、一次判定に必要な項目

（認知症高齢者の日常生活自立度、短期記憶、日常の意思決定を行うための認知

能力、自分の意思の伝達能力及び食事行為）及び特記すべき事項等に限定した記

載の意見書を受理する。 

 

※２.３.については申請時に要調整 

 

 

関係各位 

 

資料５ 
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令 和 ７ 年 ３ 月 ２ ４ 日              

                   健康福祉部高齢者支援課作成 

 

在宅紙おむつ券事業の見直しについて 

 

１ 制度概要 

要介護認定者で常時失禁状態※1 と認められる在宅の方に対し「在宅紙おむつ

券（以下「券」という。）」を交付し、支援するもの。「市町村特別給付※2

（介護保険法第６２条）」として介護保険条例に位置付け、介護保険料を財源

として実施している。 

※１ 常に自身の意思と関係なく、尿や便が排せつされてしまうこと 

※２ 要介護者に対する「介護給付」、要支援者に対する「予防給付」以外に、条例に 

より独自の給付を行うことができるいわゆる「横出し給付」 

 

２ 見直しの内容 

 判定基準がわかりづらいとの指摘があることや、判定にあたって多くの時間

を要している状況にあることから、介護度及び認定調査項目等による明確な判

定基準を設定し、交付までの期間を短縮する。 

（１）交付対象者 

現在の要件(交付状況) 改正後の要件(交付推計） 

要介護認定を受けた方のうち、以下要件の

いずれかに該当 

 

 

・障がい高齢者の日常生活自立度 B 以上又

は認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上 

・常時失禁のため、毎日紙おむつ等を使用

する者（要介護認定審査における調査票

特記事項で個別判断） 

 

(令和５年度 交付状況) 
 

要介護度 申請数 券交付者数 

介護 1 67 9 

介護 2 176 44 

介護 3 210 104 

介護 4 198 190 

介護 5 147 146 

合計 798 493 

要介護度 3～5※3の認定を受けた方のうち、

以下要件のすべてに該当。ただし現在券の

交付を受けている介護 1～2の方は今後 3年間

対象とする 

・障がい高齢者の日常生活自立度 B 以上又

は認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上 

・常時失禁のため、毎日紙おむつ等を使用

する者（券交付申請時に申告） 

・認定調査項目「排尿」又は「排便」の

「介助」又は「見守り等」に該当する者 

(令和５年度 新基準適用推計) 

 

 
要介護度 券交付者数 

介護 1 9 

介護 2 44 

介護 3 146（＋42） 

介護 4 192（+2） 

介護 5 146（±0） 

合計 537（＋44） 

※３ 新基準の場合、主に介護３においてより多くの方が対象となる見込み 

（参考）山形市…原則介護４～５が対象、米沢市…介護３～５が対象 

 

※今後 3年間対象 

資料６ 
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（２）交付金額 

判定基準の見直しにより、歳出の増額が見込まれること等に鑑み交付月額を

見直すもの。 

現在の交付月額 改正後の交付月額 

・介護保険料第１～３段階 

月額７，０００円 

・介護保険料第４～５段階 

月額３，５００円 

・介護保険料第１～３段階 

月額７，０００円 

・介護保険料第４～５段階 

月額３，０００円※4 

※４ 新基準の場合、交付額ベースで１，３００千円程度の減が見込まれる。また、上記 

変更により券の額面も５００円から１，０００円に変更 

（参考）鶴岡市…４～５段階／月額２，０００円の助成（現物支給） 



酒田市の通所介護

1

（第9期（令和６～8年度）酒田市介護保険事業計画における
通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護の指
定について）

資料７



通所介護事業所等の
要支援・要介護者1人あたり定員

2

0.000

0.050

0.100

0.150

0.200

0.250

全国 山形県 鶴岡市 酒田市

通所介護 地域密着型通所介護 認知症対応型通所介護 小規模多機能型居宅介護(通い)

・酒田市の通所介護事業所の定員数は、要支援・要介護認定者1人あたり
0.209人。全国平均の0.113人の約1.85倍の定員数となっている。

・また、山形県平均、鶴岡市よりも多い定員となっている。

（時点）令和5年(2023年)
（出典）介護サービス情報公表システムおよび厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報

要支援・要介護者1人あたり定員 （人）

通所介護
地域密着型

通所介護

認知症対応

型通所介護

小規模多機能型

居宅介護(通い)

全国 0.113 0.036 0.005 0.013
山形県 0.140 0.019 0.007 0.030
鶴岡市 0.147 0.014 0.055 0.021
酒田市 0.209 0.009 0.010 0.034

（単位：人）



受給者1人当たりの利用日数と給付月額

3

・酒田市の通所介護事業所の受給者1人あたりの利
用日数、給付月額は、全国平均・山形県平均より
も高い数値となっている。

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

全国 山形県 鶴岡市 酒田市

利用日数

通所介護 地域密着型通所介護 認知症対応型通所介護

受給者1人あたり給付月額 （円）

通所介護
地域密着型

通所介護

認知症対応

型通所介護

全国 84,468 74,616 117,998

山形県 86,485 82,685 109,437

鶴岡市 88,155 80,004 116,509

酒田市 100,333 94,364 118,418

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

全国 山形県 鶴岡市 酒田市

給付月額

通所介護 地域密着型通所介護 認知症対応型通所介護

受給者1人あたり利用日数 （日）

通所介護
地域密着型

通所介護

認知症対応

型通所介護

全国 10.8 9.4 10.7

山形県 10.9 9.6 10.5

鶴岡市 10.7 7.7 11.9

酒田市 12.7 10.3 11.4

（時点）令和5年(2023年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和5,6年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）



第9期（令和６～8年度）酒田市介護保険事業計画における
通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護の指定について

4

重点事項９：介護サービス基盤の整備
（１）施設整備等の考え方
②居宅サービス（抜粋）

一方、地域密着型を含む通所介護については、給付費や事業所数が他市に比べて多いこ
とから、今後は、サービス提供
や介護職員を定着させる観点から、既存事業所の定員を活用した利用を優先させていく必

要があります。
このため、通所介護の新たな指定については、介護保険法に基づき、小規模多機能型居

宅介護等のサービスが円滑に提
供されるように、また、介護人材確保の観点からも、第９期計画で示すサービス見込量に

達している場合、又は超える場
合には、サービス事業者の指定を行う県に対し、指定を行わないように協議を求めること

とします。また、本市が指定権
限をもつ地域密着型通所介護についても、介護保険法に基づき、原則指定しないこととし

ます。



酒田市の通所介護の利用日数、給付費の決算額

5

・酒田市の通所介護の利用日数及び給付費の決算額については
令和元年をピークに減少している。

1,950,000

2,000,000

2,050,000

2,100,000

2,150,000

2,200,000

245,000

250,000

255,000

260,000

265,000

270,000

275,000

280,000

285,000

290,000

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

日数 給付費（千円）
通所介護

年度 日数 給付費（千円）

Ｈ30 276,238 2,120,336

Ｒ1 284,943 2,176,885

Ｒ２ 279,723 2,140,242

Ｒ３ 267,763 2,066,137

Ｒ４ 258,686 2,035,320

Ｒ５ 260,993 2,043,993



通所介護事業所等
状況調査集計結果

６

2025/02/0４
山形県酒田市

対象事業所数:56件（通所介護（総合）:44件（33件）
地域密着型（総合）:5件（3件）、認知症対応型:5件、総合事業のみ:2件）

回収事業所数:50件（通所介護（総合）:40件（30件）
地域密着型（総合）:4件（2件）、認知症対応型:4件、総合事業のみ:2件）

回収率:89.3%



調査の目的 ・通所介護事業所等状況調査は、酒田市内の通所介護事業所等の実態を把握し、第10期介護
保険事業計画や今後の施策の参考とするために実施したものです。

・アンケートの対象事業は、通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、
通所型従前相当サービス、通所型サービスＡです。

・通所型従前相当サービス及び通所型サービスＡの事業を、通所介護又は地域密着型通所介
護の事業と一体的に行っている場合は、一体的に事業実施する事業所としてご回答いただ
いています。

・アンケートは、事業所の管理者の方などにご回答いただきます。

調査の概要

【通所介護事業所等状況調査】

７



各事業所の定員に対する稼働率の状況

８

・稼働率90％以上:3事業所（6.0％）、80％以上90％未満:８事業所
（16.0％）、70％以上80％未満と60％以上70％未満:各10事業所
（20.0％）、50％以上60％未満:8事業所（16.0％）、50％未満:11事
業所（22.0％）となっている。

・福祉医療機構の経営状況分析の図表2の赤字事業所割合にあてはめると、
赤字事業所割合は、46.2％となる。

1

3

7

8 16.0％

10 20.0％

10 20.0％

8 16.0％

3 6.0％

0 2 4 6 8 10 12

10%未満

10%以上20%未満

20%以上30%未満

30%以上40%未満

40%以上50%未満

50%以上60%未満

60%以上70%未満

70%以上80%未満

80%以上90%未満

90%以上100%未満
通所介護事業所等（全体）

50％未満
22.0％

（単位：事業所）

稼働率 通所介護 地域密着 認知通所 総合(単) 合計 割合

90%以上100%未満 3 0 0 0 3 6.0%

80%以上90%未満 8 0 0 0 8 16.0%

70%以上80%未満 8 0 2 0 10 20.0%

60%以上70%未満 7 0 1 2 10 20.0%

50%以上60%未満 8 0 0 0 8 16.0%

40%以上50%未満 4 2 1 0 7 14.0%

30%以上40%未満 2 1 0 0 3 6.0%

20%以上30%未満 0 0 0 0 0 0.0%

10%以上20%未満 0 1 0 0 1 2.0%

10%未満 0 0 0 0 0 0.0%



（参考）独立行政法人福祉医療機構
「2022年度 通所介護の経営状況について」から

９

（赤字事業所割合：49.6％）

（赤字事業所割合：40.6％）

（福祉医療機構の分析）

・利用率が高い区分ほど ～ 赤字事業所割合が低い。

・収益を増やすためには、利用率・利用者単価の上昇を目指す必要があり、
そのためには登録者数の増加や各種加算の積極的な算定に取り組むことが
重要となる。



各事業所の定員に対する稼働率の状況

１０

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

10%未満
10%以上20%未満
20%以上30%未満
30%以上40%未満
40%以上50%未満
50%以上60%未満
60%以上70%未満
70%以上80%未満
80%以上90%未満

90%以上100%未満

通所介護

0 0.5 1 1.5 2 2.5

10%未満
10%以上20%未満
20%以上30%未満
30%以上40%未満
40%以上50%未満
50%以上60%未満
60%以上70%未満
70%以上80%未満
80%以上90%未満

90%以上100%未満

地域密着型通所介護

0 0.5 1 1.5 2 2.5

10%未満
10%以上20%未満
20%以上30%未満
30%以上40%未満
40%以上50%未満
50%以上60%未満
60%以上70%未満
70%以上80%未満
80%以上90%未満

90%以上100%未満

認知症対応型通所介護

0 0.5 1 1.5 2 2.5

10%未満
10%以上20%未満
20%以上30%未満
30%以上40%未満
40%以上50%未満
50%以上60%未満
60%以上70%未満
70%以上80%未満
80%以上90%未満

90%以上100%未満

総合事業通所型サービス（単独）



通所介護の定員内の総合事業通所型サービスの状況

１１

・通所介護事業所のうち75.0％の事業所
が、定員内で総合事業通所型サービスの
指定を受けている。

・総合事業の指定を受けた事業所の8割の
事業所では、定員の3割未満で総合事業
を実施。

・総合事業の指定を受けた事業所の２割の
事業所では、総合事業の利用者はいな
い。

通所介護事業所の総合事業通所型
サービスの指定の状況

通所介護事業所の定員に対する
総合事業利用者の状況

事業所数 割合

指定あり 30 75.00%

指定なし 10 25.00%

合計 40 100.00%

通所介護事業所の総合事業通所型サービス

の指定の状況 事業所数 割合

0%（利用者なし） 6 20.00%

10%未満 11 36.67%

10%以上20%未満 8 26.67%

20%以上30%未満 5 16.67%

合計 30 100.00%

通所介護事業所の定員に対する総合事

業利用者の状況



利用者充足状況（事業所の捉え方）

１２

・１割の事業所が「確保できている」と
回答。

・9割の事業所が「やや不足」「とても
不足」と回答。

確保できている

10％

やや不足

46％

とても不足

44％

通所介護 地域密着 認知通所 総合(単) 合計

①確保できている 5 0 0 0 5 10.0%

②やや不足している 21 0 1 1 23 46.0%

③とても不足している 14 4 3 1 22 44.0%

④その他 0 0 0 0 0 0.0%

事 業 所 数
割合



直近3か月間の新たに利用開始した利用者、利用を終了した利用者

１３

・新たに利用開始した人の定員に対する割合で多いのが20％以
上30％未満。

・利用終了した人の定員に対する割合で多いのが10％以上20％
未満。

・中には、直近3か月で定員の約半分に人数が「新たに利用開
始」又は「利用終了」となっている。

・「新たに利用開始」マイナス「利用終了」では、半数近くの
事業所で利用者増となっている。

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

10%未満

10%以上20%未満

20%以上30%未満

30%以上40%未満

40%以上50%未満

50%以上60%未満

新たに利用開始した人（定員に対する割合別）

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

10%未満

10%以上20%未満

20%以上30%未満

30%以上40%未満

40%以上50%未満

50%以上60%未満

利用終了した人（定員に対する割合別）

利用者増
46.0%

増減なし

26.0％

利用者減

24.0％

無回答

4.0％
利用開始 ʷ 利用終了

新たに利用開始した人数 合計 割合

50%以上60%未満 0 0.0%

40%以上50%未満 6 12.5%

30%以上40%未満 5 10.4%

20%以上30%未満 17 35.4%

10%以上20%未満 12 25.0%

10%未満 8 16.7%

利用を終了した人数 合計 割合

50%以上60%未満 1 2.1%

40%以上50%未満 2 4.2%

30%以上40%未満 7 14.6%

20%以上30%未満 10 20.8%

10%以上20%未満 18 37.5%

10%未満 10 20.8%

利用開始ʷ(ﾏｲﾅｽ)利用終了 合計 割合

利用者増 23 46.0%

増減なし 13 26.0%

利用者減 12 24.0%

無回答 2 4.0%



利用者確保のために行っていること

１４

・回答数が多かった方から、「①居宅支援事業所へ
の訪問・説明」「③自事業所のホームページ等の充
実・更新等」「④広報等の掲載」「⑥法人単位での
魅力発信」となっている。

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

⑫特になし

⑪分からない

⑩その他

⑨２４時間体制等柔軟な対応体制の構築

⑧質の高い人材の育成

⑦保険外サービスの充実

⑥法人単位での魅力発信

⑤遠方に訪問・送迎できる体制の確保

④広報等の掲載

③自事業所のホームページ等（ＳＮＳ含む）の充実・更新等

②医療機関等への訪問・説明

①居宅支援事業所への訪問・説明 合計 割合※

①居宅支援事業所への訪問・説明 42 84.0%

②医療機関等への訪問・説明 13 26.0%

③自事業所のホームページ等（Ｓ

ＮＳ含む）の充実・更新等
27 54.0%

④広報等の掲載 18 36.0%

⑤遠方に訪問・送迎できる体制の

確保
13 26.0%

⑥法人単位での魅力発信 17 34.0%

⑦保険外サービスの充実 10 20.0%

⑧質の高い人材の育成 14 28.0%

⑨２４時間体制等柔軟な対応体制

の構築
8 16.0%

⑩その他 6 12.0%

⑪分からない 0 0.0%

⑫特になし 0 0.0%

・市内の地域包括支援センターや、コミュニティセンター等へのチラシ配布。

⑩その他の内容

・（柔軟な送迎対応による）個々のペースに応じたサービス提供時間の設定。

・他事業所で受け入れないような重度な利用者だったり、困難ケースなども

 受け入れを行っている。

※回答数／回答事業所数



事業所の経営に特に影響が大きいと考える課題

１５

0 5 10 15 20 25 30 35

㉔特になし

㉓分からない

㉒その他

㉒その他

㉑経営改善に係る知見がない

⑳請求に係る事務作業の負担が大きい

⑲物価高騰により経費が増加している

⑱光熱水費の負担が大きい

⑰設備や車両等の維持管理費が大きい

⑯事業所などの賃貸料負担が大きい

⑮建て替え費用の確保が難しい

⑭大規模修繕を見据えた費用の確保が難しい

⑬人材採用のための費用負担が大きい

⑫収入に比して人件費が高い

⑪利用者のキャンセルが多い

⑩利用者負担考慮により加算が取得できない

⑨人材育成ができず、資格取得ができない

⑧従業員の平均年齢が高い

⑦加算要件を満たすために必要な経験者・有資格者が確保できない

⑥加算取得に必要な手続を行うのに十分な体制が確保できない

⑤中重度者に対する職員の人員体制が確保できない

④経営に十分な数の人材が確保できない

③地域の利用者が減少している

②利用者の確保が難しい

①競合が多い

合計 割合※

①競合が多い 8 16.0%

②利用者の確保が難しい 30 60.0%

③地域の利用者が減少している 13 26.0%

④経営に十分な数の人材が確保できない 13 26.0%

⑤中重度者に対する職員の人員体制が確保できない 3 6.0%

⑥加算取得に必要な手続を行うのに十分な体制が確

保できない
7 14.0%

⑦加算要件を満たすために必要な経験者・有資格者

が確保できない
3 6.0%

⑧従業員の平均年齢が高い 10 20.0%

⑨人材育成ができず、資格取得ができない 1 2.0%

⑩利用者負担考慮により加算が取得できない 2 4.0%

⑪利用者のキャンセルが多い 15 30.0%

⑫収入に比して人件費が高い 7 14.0%

⑬人材採用のための費用負担が大きい 6 12.0%

⑭大規模修繕を見据えた費用の確保が難しい 3 6.0%

⑮建て替え費用の確保が難しい 2 4.0%

⑯事業所などの賃貸料負担が大きい 1 2.0%

⑰設備や車両等の維持管理費が大きい 5 10.0%

⑱光熱水費の負担が大きい 10 20.0%

⑲物価高騰により経費が増加している 22 44.0%

⑳請求に係る事務作業の負担が大きい 2 4.0%

㉑経営改善に係る知見がない 2 4.0%

㉒その他 3 6.0%

㉓分からない 0 0.0%

㉔特になし 0 0.0%

㉒その他の内容
・人材確保について、何とか確保できているが紹介業者の紹介料が高すぎる。

・収入単価が低く、また、法改正が頻回な上、それに伴う情報量・書類提出の多さ

も負担。さらに低収入により、職員人数も必然的に最低限となり職員配置を手厚く

することが困難。

※回答数／回答事業所数



今後の経営見通し

１６

①問題なく

経営継続

10.0％

②課題あるが

経営継続

66.0％

③経営継続は

難しい

16.0％

④事業廃止の

可能性あり

4.0％

⑥その他

2.0％

⑦わからない

2.0％

・8割近い事業所で「①今後も問題なく経営を継続」
「②課題はあるが経営を継続できる」と回答。

・２割の事業所で「③経営を継続するのは厳しい状
況」「④今後事業を廃止する可能性がある、また
は廃止予定」と回答。

合計 割合※

①今後も問題なく経営を継続で

きる見込みである
5 10.0%

②課題はあるが経営を継続でき

る見込みがある
33 66.0%

③経営を継続するのは厳しい状

況である
8 16.0%

④今後事業を廃止する可能性が

ある、または廃止予定である
2 4.0%

⑤経営戦略上の統廃合を行う見

込みである
0 0.0%

⑥その他 1 2.0%

⑦分からない 1 2.0%



事業所の利用定員について

１７

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

④その他

③利用定員を減らしたい

③利用定員を減らしたい

②利用定員を増やしたい

①利用定員を維持したい

事業所の利用定員について

合計 割合※

①利用定員を維持したい 40 80.0%

②利用定員を増やしたい 3 6.0%

③利用定員を減らしたい 3 6.0%

④その他  3 6.0%

0 2 4 6 8 10 12 14

⑥その他

⑤総合事業を廃止、または休止したい

④新規に指定申請を行いたい

③総合事業の利用者数を減らしたい

②総合事業の利用者数を増やしたい

①総合事業の利用者数を維持したい

総合事業通所型サービスについて

合計 割合※

①総合事業の利用者数を維持したい 12 24.0%

②総合事業の利用者数を増やしたい 13 26.0%

③総合事業の利用者数を減らしたい 3 6.0%

④新規に指定申請を行いたい 0 0.0%

⑤総合事業を廃止、または休止したい 1 2.0%

⑥その他  3 6.0%その他の内容

・検討していない

・事業の廃止を検討中

その他の内容

・積極的ではないが要望があれば対応する。

・利用者なし



第１０期介護保険事業計画期間（令和９～１１年度）に向け
事業所の具体的な計画または考えについて

１８

・サービス利用者が減少しており、危機感をもっている。規模を維持したいが、今後の状況によっては縮小

や廃止も考えられる。

・以前は、包括支援センターや居宅介護支援事業所からの紹介が多くあったが、近年は紹介が減少してい

る。利用者確保が厳しい状況。

・サービス利用者が減少し、稼働率が伸び悩んでいる状況である。課題としては、介護人材不足、物価高騰

による運営コストの増加。営業日数の縮小を検討中。
・具体的な時期は未定だが、今後の稼動率によっては定員削減を検討。

・今後も、利用者の増加が見込めなければ、地域密着型への移行も検討する。

（地域密着型通所介護）

・認知症対応型通所介護の稼働率の低下や物価の高騰の影響により採算が合わない状況。法人本体施設への

併設型を現在検討中。

・サービス利用者の減少により、認知症対応型通所介護の廃止予定。

・廃止を検討中。

（総合事業通所型サービス）

（通所介護）

・入院・体調不良等によるキャンセルが多く、計画通りの利用者数が確保できない状態。キャンセルを見越

した定員増を検討中。



１９



２０



２１



介護人材確保等に関する介護事業者連絡協議会
通所部会の開催について

1

資料８

日 時 ： 令和７年３月１３日（木）午後６時２０分～７時５０分
場 所 ： 酒田市総合文化センター４階 ４０１、４０２号室
内 容

(1)通所介護事業所等の状況調査、及び介護人材実態調査の各調査結果報告について
(2)グループワーク
テーマ 『介護人材の確保と育成、働く環境の改善に向けた事業所の取り組み

と課題』
（事業所で行っていることを教えてください。）
・新人育成の取り組み、人間関係のよい職場づくり、介護の質を高めるための価
値観共有、仕事上のコミュニケーションの円滑化（上司との定期的なミーティ
ング、意見交換など）
・労働時間の柔軟化、残業時間の削減、有給休暇の取得促進、仕事と家庭（育
児・介護）の両立支援、賃金向上 など

対 象 ： 通所部会員、会員（地域密着型通所介護事業所、認知症対応型通所介護事
業所（共用型を除く））

参加者 ： ２２人（１８事業所）
目 的

地域における介護人材の現状や課題を介護事業所と共有し、協働した取組を行う



2



グループワークのまとめ

Ａグループ
人材育成
・研修（パワハラの研修で離職防止、ポンテ主催の研修に参加して医療的視点
・オンライン研修を受講し、テストをする。堅苦しくない（操ない、怒らないように気を付けて）雰囲気で開催
し、ケアの統一を図っている。
・若い人材入るも2～3年で辞める人もいる。メンバーを作り「どうしたら楽しく仕事ができるか」話を聴く（職
員―後輩）機会を設けている。
・卓球、バーべキュー、クイズ大会などで、交流を図り」、仲間作りをしている。
・研修制度は充実、離職率は低め。交換研修（他部門）もあり、勤務時間内で1時間くらいオヤツパーティー。
・離職は少ないが、新人も少ない。オブラートに包めば伝わらない。直接言ったらへこむ。運転手の高齢化（80
歳）もある。定年制度はない。一人一人の希望に合った勤務時間。
・離職多い。職員も高齢化（50代後半）。若い人は辞めていく（待遇面）。送迎システムAI化、タブレット

Ｂグループ
（人材確保）派遣（派遣の買い取り）、外国人の採用、目標を立てて頻回に面談しているが…
（質の向上）研修（年間）
（コミュニケーション）委員会活動でチーム分けし、委員会活動を積極的に昔から働いている職員の団結が強く、

新人が輪に入りづらい。
・業務分担 介護員と助手の業務内容を分ける
・若年職員が入ってきた時に、しばらく入ってきていないと、どのように指導すれば良いか悩む。
・一人で何役もの業務をこなさないといけない、→本来の仕事ができない。

Ｃグループ
・常、離職者が出てどうしようという感じで、不足時、同法人事業所内で対応。SNS等で発信。業務主体→利用
者個別性に向けて取り組んでいる。送迎も介護のみではなくリハ担当者も出て行っている。介護業務を改善
できるようリハ職も意見をして抱え込まないよう対応に努めている。
・労働環境は有給等まちまちでバラツキがある。（子育て等の方は取得率高い）若い人、一人暮らしの対応、現
在課題となっている。

3



グループワークのまとめ

・人材確保、離職者出ると他部署から応援・協力。パーセク、職場の紹介、シルバー人材、中学生へ、初任者研
修、資格取得しやすいよう施設で出している。子供いる方、学校行事、独身、子育て終えた方に差が出て、休
み・業務負担に不満が出ている。通所リハでも介護とリハ職で見る目も違うので、気軽に言い合える様に、お
互い申し送りをする環境づくりに努めている。介護の質を高めるには、月1回の会議を開催し、情報共有。介
助に不安ある職員に対して、都度、絞ったやり方でやってる。ラインのやり取り、グループラインでは、緊急
の場合や翌日に業務に関することは、個人ラインで対応。

・新人で入ってくる方は少なく、中途採用が多い。育成部分の負担は少ないと思うが、前職場の独自のやり方あ
り。自事業のやり方にしていくのに大変な面もある。人材→子育ての方が多い。子育て世代の方と問題起きな
いようにしている。男性育児休暇を今年から始めた。今後も行っていきたい。報・連・相→今は なく・れ
ん・ぼう。上司から確認を取りながら対応している所です。業務的にしわ寄せあり、利用者への対応が不足、
課題となっている。残業では、介護ではなく相談員は残業が多くなってしまう。上司は部下を早く上がらせな
くてはいけないので、隠れて残業をしている。

Ｄグループ
新人育成の取り組み
・研修会を行っている（２時間～１週間）
・オリエンテーション
・ハンドブックの配本
・ZOOMを利用した研修

課題…フォローアップが難しい。人材不足による

4

・職場環境の改善
・平均的な水準以上
の賃金の確保。

・相談支援の整備

・離職率を下げる

・人手不足の緩和 ・各種加算の算定


